
1 単
揖斐川町電力・ガス・食料品等価格高騰重点
支援給付金（R5繰越分）給付事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R5,R6の累計給付金金額
R5年度分の住民税非課税世帯　1,831世帯×70千円のうちR6計画分事
務費　992千円
事務費の内容[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　使用料
及び賃借料として支出]
④R5年度分の住民税非課税世帯（1,831世帯）

R6.4.9 R7.1.10 4,352,696 4,352,696 　　給付対象世帯：1,831世帯

【評価】
・物価高騰が続く中、給付金の支給により低所得者世帯において安定
的な生活を送ることができた。

【対象者等からの評価】
・物価高騰により支出が増加し、生活に影響が出る中、継続的な給付
により生活費の確保ができ助かった。

2 単
揖斐川町重点支援給付金及び調整給付金給付
事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R5,R6の累計給付金額R
令和5年度分均等割のみ課税世帯　443世帯×100千円、令和6年度非課
税世帯　165世帯×100千円、子ども加算　193人×50千円、定額減税
を補足する給付の対象者　6,097人（138,220千円）のうちR6計画分事
務費　8,226千円
事務費の内容　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（754世帯）、定額減税を補足する
給付の対象者数（6097人）

R6.6.14 R7.3.5 178,104,786 164,102,172

【新たな非課税世帯】
　　給付対象世帯：311世帯

【こども加算】
　　給付対象世帯：106世帯
　　給付対象児童：193人

【定額減税調整給付】
　　給付済み納税者数：3,419人

【評価】
・物価高騰が続く中、給付金の支給により低所得者世帯において安定
的な生活を送ることができた。また、定額減税に係る調整給付により
物価高騰の影響を受ける方への支援を行うことができた。

【対象者等からの評価】
・物価高騰により支出が増加し、生活に影響が出る中、継続的な給付
により生活費の確保ができ助かった。
・定額減税にて減税対象にならなかったが、調整給付という形で差額
分を給付してもらえたことで減税と同等の効果を得ることができ、高
騰する生活費へ充てることができた。

7 単
重点支援給付金（令和６年度非課税世帯）給
付事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　2200世帯×30千円、子ども加算
140人×20千円のうちR６計画分事務費　5700千円
事務費の内容　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）業務委
託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（2200世帯）

R7.2.6 R7.7.25 56,322,865 56,322,865

【非課税世帯】
　　給付対象世帯：1779世帯

【こども加算】
　　給付対象世帯：124世帯
　　給付対象児童：68人

【評価】
・物価高騰が続く中、給付金の支給により非課税世帯及び低所得の子
育て世帯において安定的な生活を送ることができた。

【対象者等からの評価】
・物価高騰により支出が増加し、日常生活や子育てに影響が出る中、
継続的な給付により生活費の確保ができ助かった。
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